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１．平成29年12月期の連結業績（平成29年１月１日～平成29年12月31日） 

（１）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）
 

  売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属する 

当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

29年12月期 51,684 15.0 2,522 32.0 2,583 38.6 1,867 53.5 

28年12月期 44,932 4.0 1,910 23.9 1,863 21.2 1,217 7.5 
 
（注）包括利益 29年12月期 2,054 百万円 （102.7％）  28年12月期 1,013 百万円 （△14.5％） 
 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

自己資本 
当期純利益率 

総資産 
経常利益率 

売上高 
営業利益率 

  円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

29年12月期 169.15 － 12.7 7.7 4.9 

28年12月期 109.62 － 9.0 6.1 4.3 
 
（参考）持分法投資損益 29年12月期 － 百万円   28年12月期 － 百万円 
（注）潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 
 
 （２）連結財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

29年12月期 35,383 15,492 43.8 1,397.97 

28年12月期 32,068 13,914 43.4 1,252.94 
 
（参考）自己資本 29年12月期 15,489 百万円   28年12月期 13,911 百万円 
 
（３）連結キャッシュ・フローの状況 

 
営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による 

キャッシュ・フロー 
財務活動による 

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物 

期末残高 

  百万円 百万円 百万円 百万円 

29年12月期 △53 △292 △1,286 5,094 

28年12月期 1,472 △1,171 201 6,727 
 
２．配当の状況 

  
年間配当金 配当金総額 

(合計) 
配当性向 
（連結） 

純資産配当
率（連結） 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 
28年12月期 － 0.00 － 30.00 30.00 333 27.4 2.5 

29年12月期 － 15.00 － 30.00 45.00 497 26.6 3.2 

30年12月期（予想） － 20.00 － 30.00 50.00   29.2   
 
３．平成30年12月期の連結業績予想（平成30年１月１日～平成30年12月31日） 

  （％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）
 

  売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属 
する当期純利益 

１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期（累計） 28,000 10.2 1,250 △7.2 1,250 △9.6 850 △12.4 76.71 

通期 56,500 9.3 2,800 11.1 2,800 8.4 1,900 1.7 171.48 
 



※  注記事項 

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）： 無    

 

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更： 無    
 

②  ①以外の会計方針の変更              ： 無    
 

③  会計上の見積りの変更                ： 無    
 

④  修正再表示                          ： 無    

 

（３）発行済株式数（普通株式） 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 29年12月期 11,155,979 株 28年12月期 11,155,979 株 

②  期末自己株式数 29年12月期 75,903 株 28年12月期 53,027 株 

③  期中平均株式数 29年12月期 11,042,846 株 28年12月期 11,103,190 株 

 

（参考）個別業績の概要 

１．平成29年12月期の個別業績（平成29年１月１日～平成29年12月31日） 

（１）個別経営成績 （％表示は対前期増減率） 
 
  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

29年12月期 46,737 20.2 1,940 229.8 2,066 107.4 4,028 440.1 

28年12月期 38,886 2.7 588 50.7 996 71.3 745 49.1 

（注）平成29年１月１日付で、当社の100％出資の連結子会社でありましたダイトロンテクノロジー株式会社及びダイト

デンソー株式会社の２社を吸収合併したことに伴い、抱合せ株式消滅差益を2,593百万円計上しております。 

 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

  円 銭 円 銭 

29年12月期 364.78 － 

28年12月期 67.17 － 

（注）潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 

（２）個別財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

29年12月期 33,425 14,992 44.9 1,353.14 

28年12月期 28,320 11,262 39.8 1,014.37 
 
（参考）自己資本 29年12月期 14,992 百万円   28年12月期 11,262 百万円 

 

※  決算短信は監査の対象外です 

 

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

（将来に関する記述等についてのご注意） 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると

判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業

績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用に当た

っての注意事項等については、添付資料Ｐ．２「１．経営成績等の概況（１）当期の経営成績の概況②今後の見通

し」をご覧ください。 

 

（決算補足説明資料及び決算説明会内容の入手方法） 

当社は、平成30年２月14日（水）に機関投資家及びアナリスト向け説明会を開催する予定です。 

当日使用する決算説明資料に関しては、開催後速やかに当社ウェブサイトに掲載する予定です。 
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１．経営成績等の概況

(1) 当期の経営成績の概況

① 当期の経営成績 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益や雇用・所得環境に改善が見られ、景気は全般的に緩やかな拡

大傾向で推移しました。

 世界経済におきましては、米国や欧州の経済は堅調に推移しましたが、中東・東アジアにおける地政学的リスク

等の影響が懸念され、先行き不透明な状況が続きました。

 当社グループの属しておりますエレクトロニクス業界におきましては、自動車産業分野、産業用ロボット分野、

IoT関連分野における生産活動や設備投資が堅調に推移しました。

 このような状況下、当社グループは、平成29年を初年度とする四ヵ年の中期経営計画「第９次中期経営計画（平

成29年～平成32年）」を策定し、オリジナル製品の拡販や新市場の開拓、海外事業の拡大に取組みました。 

 この結果、当社グループの当連結会計年度の売上高は51,684百万円（前年同期比15.0％増）、営業利益は2,522

百万円（前年同期比32.0％増）、経常利益は2,583百万円（前年同期比38.6％増）、親会社株主に帰属する当期純

利益は1,867百万円（前年同期比53.5％増）となりました。

 

 セグメント別の概況は以下のとおりであります。

 当社は、平成29年１月１日付で、当社の100％出資の連結子会社でありましたダイトロンテクノロジー株式会社

及びダイトデンソー株式会社の２社を吸収合併いたしました。

 これに伴い、当連結会計年度より、報告セグメントの名称を、従来の「国内販売会社」から「国内販売事業」

に、「国内製造会社」から「国内製造事業」に、それぞれ変更いたしました。

 また、費用の配賦基準を見直し、報告セグメント利益の算出方法を変更いたしました。そのため、各セグメント

の前年同期比較は、前年同期の実績を変更後の費用配賦基準に基づいて再算出した金額を用いております。

 

国内販売事業 

 当セグメントにつきましては、通信機器用や車載用の電子部品の需要が増加していることに伴い、それらの生産

設備メーカー向けに、「電子部品＆アセンブリ商品」のコネクタ、「画像関連機器・部品」のカメラやレンズ・照

明、「エンベデッドシステム」の組込み用ボードコンピュータの販売がそれぞれ好調に推移しました。また、デー

タセンター向けに大型無停電電源装置（ＵＰＳ）の販売が好調に推移したことから売上、利益共に前年同期の実績

を上回りました。

 この結果、当セグメントの売上高は42,687百万円（前年同期比13.3％増）、セグメント利益（営業利益）は

1,318百万円（前年同期比87.5％増）となりました。 

 

国内製造事業 

 当セグメントにつきましては、製造装置を手掛ける装置事業部門は、通信機器市場向けに半導体製造装置の販売

が増加しました。電子機器及び部品を手掛ける部品事業部門は、売上高は概ね前年同期並みの水準となりました

が、利益率の高い特殊コネクタや特殊ハーネスの販売比率が低下したため、利益は前年同期の実績を下回りまし

た。 

 この結果、当セグメントの売上高は2,754百万円（前年同期比5.3％増）となり、セグメント間の内部売上を含め

た総売上高は8,680百万円（前年同期比3.2％増）となりました。また、セグメント利益（営業利益）は717百万円

（前年同期比22.9％減）となりました。

 

海外子会社 

 当セグメントにつきましては、北米市場にて「電子部品＆アセンブリ商品」「電子部品製造装置」の販売が好調

に推移しました。また、中国、韓国及び東南アジア市場にて「画像関連機器・部品」「電子部品＆アセンブリ商

品」「半導体」の販売が伸長し、売上、利益共に前年同期の実績を上回りました。 

 この結果、当セグメントの売上高は6,241百万円（前年同期比34.5％増）、セグメント利益（営業利益）は576百

万円（前年同期比92.6％増）となりました。 

 

② 今後の見通し

 今後のわが国経済の見通しにつきましては、底堅い内外需を背景に企業収益や設備投資の増加が続いており、引

き続き景気は拡大傾向に推移するものと思われます。

 世界経済につきましては、米国による政策運営や中東・東アジアの地政学リスクはあるものの、米国、中国を中

心とした経済成長を追い風に堅調に推移するものと思われます。

 エレクトロニクス業界につきましては、自動車産業分野においては自動車の電子化やEV化の進展に伴い電子部

品・電子機器の需要の拡大が見込まれ、産業機器分野においては生産自動化に向けた設備投資の拡大に伴い電子部
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品や生産装置の需要の拡大が見込まれます。また、IoT、AIを活用した製品の開発が進んでいることも追い風とな

り、全般的に堅調に推移するものと思われます。

 このような状況から、当社グループの通期の業績につきましては、売上高56,500百万円、営業利益2,800百万

円、経常利益2,800百万円、親会社株主に帰属する当期純利益1,900百万円を見込んでおります。 

 なお、上記の見通しにつきましては、現時点で入手可能な情報に基づき当社が判断したものであり、実際の業績

は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があることをご承知おきください。 

 

(2）当期の財政状態の概況

①  資産、負債及び純資産の状況

（資産）

 当連結会計年度末における流動資産は29,025百万円となり、前連結会計年度末に比べ3,036百万円増加いたしま

した。これは主に受取手形及び売掛金が1,227百万円、仕掛品が1,978百万円増加したことによるものであります。

固定資産は6,357百万円となり、前連結会計年度末に比べ278百万円増加いたしました。これは主に有形固定資産が

53百万円、投資その他の資産が226百万円増加したことによるものであります。

 この結果、総資産は35,383百万円となり、前連結会計年度末に比べ3,314百万円増加いたしました。

（負債）

 当連結会計年度末における流動負債は16,696百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,751百万円増加いたしま

した。これは主に電子記録債務が1,689百万円増加したことによるものであります。固定負債は3,193百万円とな

り、前連結会計年度末に比べ14百万円減少いたしました。

 この結果、負債合計は19,890百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,736百万円増加いたしました。

（純資産）

 当連結会計年度末における純資産合計は15,492百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,578百万円増加いたし

ました。これは主に親会社株主に帰属する当期純利益1,867百万円の増加、剰余金の配当498百万円及び自己株式の

取得74百万円の減少によるものであります。

 この結果、自己資本比率は43.8％となり、前連結会計年度末との比較で0.4ポイント上昇いたしました。

 

②  キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」といいます。）の残高は、前連結会計年度末と比

較して1,632百万円減少し、5,094百万円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果、資金は53百万円の減少（前年同期は1,472百万円の増加）となりました。主な増加要因は、税

金等調整前当期純利益2,661百万円と仕入債務の増加額2,325百万円であり、主な減少要因は、売上債権の増加額

2,221百万円と棚卸資産の増加額2,328百万円であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

 投資活動の結果、資金は292百万円の減少（前年同期は1,171百万円の減少）となりました。主な減少要因は、有

形固定資産の取得による支出297百万円であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果、資金は1,286百万円の減少（前年同期は201百万円の増加）となりました。主な減少要因は、長

期借入金の返済による支出978百万円と配当金の支払額498百万円であります。
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（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

  平成25年12月期 平成26年12月期 平成27年12月期 平成28年12月期 平成29年12月期

 自己資本比率（％） 48.9 44.5 45.9 43.4 43.8 

 時価ベースの自己資本比率

（％）
18.2 25.5 30.7 32.4 73.1 

キャッシュ・フロー対有利子 

負債比率（年）
4.6 1.7 2.5 1.1 －

 インタレスト・カバレッジ 

 ・レシオ（倍）
7.1 26.2 24.2 69.6 －

（注）自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

１．いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

２．株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。

３．キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを使用しております。有利子負債は連結貸借対照表に計

上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としております。

４．平成29年12月期につきましては、営業キャッシュ・フローがマイナスのため、キャッシュ・フロー対有利

子負債比率及びインタレスト・カバレッジ・レシオを記載しておりません。
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２．企業集団の状況

  当社の企業集団は、当社（Ｍ&Ｓカンパニー、Ｄ&Ｐカンパニー）と連結子会社９社（うち海外７社）で構成されて

おり、電子機器及び部品（電子部品＆アセンブリ商品、半導体、エンベデッド（組込み用ボード）システム、電源機

器、画像関連機器・部品、情報システム、電子機器及び部品のその他）、製造装置（光デバイス製造装置、ＬＳＩ製

造装置、フラットパネルディスプレイ製造装置、電子材料製造装置、エネルギーデバイス製造装置）及びその他のエ

レクトロニクス製品の販売・製造及び輸出入を主な事業としております。

(1) 国内販売事業セグメント 

 当セグメントは、当社Ｍ&Ｓカンパニーで構成しております。

Ｍ&Ｓカンパニーは、上記の電子機器及び部品、製造装置を、当社グループ内及び国内外の仕入先から仕入れ、国

内外の顧客及び当社グループ内向けに販売しております。

(2) 国内製造事業セグメント 

 当セグメントは、当社Ｄ&Ｐカンパニー（装置事業部門、部品事業部門）及び連結子会社２社で構成しておりま

す。

 Ｄ&Ｐカンパニー装置事業部門は、製造装置（光デバイス製造装置、フラットパネルディスプレイ製造装置、電子

材料製造装置等）の開発・製造及び販売を行っております。

 Ｄ&Ｐカンパニー部品事業部門は、電子機器及び部品（ハーネス、耐水・耐圧コネクタ、電源機器、電子機器及び

部品その他）等の設計・製作及び販売を行っております。

 鷹和産業株式会社は、電子機器及び部品（ケーブルハーネス等）の組立加工を行っております。

 ダイトテック株式会社は、電子機器及び部品（ケーブルハーネス等）の生産体制の拡充のため、平成29年12月25日

に完全子会社としました。

(3) 海外子会社セグメント 

 当セグメントは、海外子会社７社で構成しております。 

 ダイトロン,INC.は、北米市場を対象に電子機器及び部品の製造、販売及び輸出入、製造装置の販売及び輸出入を

行っております。 

 ダイトロン(マレーシア)SDN.BHD.は、マレーシア、東南アジア市場を対象に電子機器及び部品や製造装置の販売及

び輸出入を行っております。 

 大都電子(香港)有限公司は、香港、中国華南市場を対象に電子機器及び部品等の販売、調達及び輸出入を行ってお

ります。

  大途電子(上海)有限公司は、中国市場を対象に電子機器及び部品や製造装置の販売及び輸出入を行っております。 

 ダイトロン(韓国)CO.,LTD.は、韓国、東アジア市場を対象に電子機器及び部品の販売、調達及び輸出入を行ってお

ります。

    ダイトロン(タイランド)CO.,LTD.は、タイ、東南アジア市場を対象に電子機器及び部品や製造装置の販売及び輸出

入を行っております。 

 大途電子諮詢(深圳)有限公司は、中国華南市場を対象に電子機器・部品等の販売に関するコンサルティング業務を

行っております。
 
事業の系統図は次のとおりであります。
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３．会計基準の選択に関する基本的な考え方

 当社グループは、連結財務諸表の期間比較可能性及び企業間の比較可能性を考慮し、当面は日本基準で連結財務諸

表を作成する方針であります。 

 なお、国際財務報告基準（ＩＦＲＳ）の適用につきましては、国内外の諸情勢を考慮の上、適切に対応していく方

針であります。
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４．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表
 

    (単位：千円) 

  前連結会計年度 
(平成28年12月31日) 

当連結会計年度 
(平成29年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 6,757,712 5,124,988 

受取手形及び売掛金 10,720,663 11,948,266 

電子記録債権 4,207,404 5,295,514 

商品及び製品 1,651,418 2,028,015 

仕掛品 1,052,211 3,030,345 

原材料 329,788 328,130 

繰延税金資産 101,782 92,954 

その他 1,171,349 1,177,848 

貸倒引当金 △2,782 △341 

流動資産合計 25,989,547 29,025,722 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物 4,346,314 4,485,837 

減価償却累計額 △2,652,863 △2,785,290 

建物及び構築物（純額） 1,693,450 1,700,546 

機械装置及び運搬具 402,109 440,922 

減価償却累計額 △321,959 △346,145 

機械装置及び運搬具（純額） 80,149 94,776 

土地 2,199,365 2,212,104 

その他 829,612 881,368 

減価償却累計額 △706,510 △739,120 

その他（純額） 123,101 142,248 

有形固定資産合計 4,096,067 4,149,677 

無形固定資産    

その他 81,071 79,406 

無形固定資産合計 81,071 79,406 

投資その他の資産    

投資有価証券 1,217,251 1,503,093 

従業員に対する長期貸付金 1,413 1,180 

繰延税金資産 162,700 104,868 

その他 527,214 526,036 

貸倒引当金 △6,569 △6,692 

投資その他の資産合計 1,902,011 2,128,486 

固定資産合計 6,079,150 6,357,569 

資産合計 32,068,697 35,383,291 
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    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(平成28年12月31日) 
当連結会計年度 

(平成29年12月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 5,864,912 6,535,324 

電子記録債務 4,832,972 6,522,875 

短期借入金 100,000 310,962 

1年内返済予定の長期借入金 978,901 239,996 

リース債務 43,604 18,314 

未払法人税等 378,810 476,617 

賞与引当金 73,706 91,445 

製品保証引当金 78,095 58,108 

前受金 1,614,043 1,326,336 

その他 980,149 1,116,518 

流動負債合計 14,945,194 16,696,499 

固定負債    

長期借入金 451,674 311,678 

リース債務 35,305 22,039 

繰延税金負債 758 － 

退職給付に係る負債 2,652,744 2,791,080 

資産除去債務 46,208 46,943 

その他 22,100 22,100 

固定負債合計 3,208,790 3,193,841 

負債合計 18,153,985 19,890,341 

純資産の部    

株主資本    

資本金 2,200,708 2,200,708 

資本剰余金 2,482,918 2,542,815 

利益剰余金 9,181,548 10,550,928 

自己株式 △20,764 △57,946 

株主資本合計 13,844,410 15,236,506 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 481,544 663,209 

繰延ヘッジ損益 3,046 △489 

為替換算調整勘定 △10,269 △26,571 

退職給付に係る調整累計額 △407,386 △383,070 

その他の包括利益累計額合計 66,935 253,077 

非支配株主持分 3,366 3,366 

純資産合計 13,914,712 15,492,950 

負債純資産合計 32,068,697 35,383,291 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）
 

    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成28年１月１日 
 至 平成28年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成29年１月１日 
 至 平成29年12月31日) 

売上高 44,932,361 51,684,327 

売上原価 34,879,804 40,193,736 

売上総利益 10,052,557 11,490,590 

販売費及び一般管理費    

給料及び賞与 4,152,706 4,526,257 

退職給付費用 230,545 291,028 

賞与引当金繰入額 60,493 95,714 

貸倒引当金繰入額 △30,813 △836 

製品保証引当金繰入額 36,977 △774 

減価償却費 142,008 178,802 

その他 3,549,876 3,877,921 

販売費及び一般管理費合計 8,141,794 8,968,113 

営業利益 1,910,762 2,522,477 

営業外収益    

受取利息 2,674 2,541 

受取配当金 18,869 25,866 

保険配当金 13,029 13,735 

仕入割引 7,932 10,873 

為替差益 － 39,094 

雑収入 19,088 20,014 

営業外収益合計 61,593 112,125 

営業外費用    

支払利息 21,941 19,350 

手形売却損 2,632 1,597 

売上割引 13,710 13,739 

為替差損 68,326 － 

支払手数料 － 11,389 

雑損失 2,200 5,430 

営業外費用合計 108,812 51,506 

経常利益 1,863,544 2,583,096 

特別利益    

固定資産売却益 1,028 1,434 

投資有価証券売却益 － 13,023 

負ののれん発生益 － 65,253 

特別利益合計 1,028 79,710 

特別損失    

固定資産除売却損 744 1,110 

特別損失合計 744 1,110 

税金等調整前当期純利益 1,863,828 2,661,696 

法人税、住民税及び事業税 652,630 810,107 

法人税等調整額 △5,883 △16,357 

法人税等合計 646,747 793,749 

当期純利益 1,217,081 1,867,947 

親会社株主に帰属する当期純利益 1,217,081 1,867,947 
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（連結包括利益計算書）
 

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(自 平成28年１月１日 
 至 平成28年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成29年１月１日 
 至 平成29年12月31日) 

当期純利益 1,217,081 1,867,947 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 59,315 181,665 

繰延ヘッジ損益 4,223 △3,536 

為替換算調整勘定 △16,464 △16,301 

退職給付に係る調整額 △250,946 24,315 

その他の包括利益合計 △203,871 186,142 

包括利益 1,013,209 2,054,089 

（内訳）    

親会社株主に係る包括利益 1,013,209 2,054,089 

非支配株主に係る包括利益 － － 
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自 平成28年１月１日 至 平成28年12月31日）

        (単位：千円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 2,200,708 2,482,896 8,242,070 △19,882 12,905,793 

当期変動額           

剰余金の配当     △277,604   △277,604 

親会社株主に帰属する
当期純利益     1,217,081   1,217,081 

自己株式の取得       △909 △909 

自己株式の処分   21   27 48 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）           

当期変動額合計 － 21 939,477 △881 938,617 

当期末残高 2,200,708 2,482,918 9,181,548 △20,764 13,844,410 

 

               

  その他の包括利益累計額 

非支配株主持分 純資産合計 
  

その他有価証
券評価差額金 

繰延ヘッジ損
益 

為替換算調整
勘定 

退職給付に係
る調整累計額 

その他の包括
利益累計額合
計 

当期首残高 422,229 △1,176 6,194 △156,439 270,807 3,366 13,179,967 

当期変動額               

剰余金の配当             △277,604 

親会社株主に帰属する
当期純利益             1,217,081 

自己株式の取得             △909 

自己株式の処分             48 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 

59,315 4,223 △16,464 △250,946 △203,871 － △203,871 

当期変動額合計 59,315 4,223 △16,464 △250,946 △203,871 － 734,745 

当期末残高 481,544 3,046 △10,269 △407,386 66,935 3,366 13,914,712 
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当連結会計年度（自 平成29年１月１日 至 平成29年12月31日）

        (単位：千円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 2,200,708 2,482,918 9,181,548 △20,764 13,844,410 

当期変動額           

剰余金の配当     △498,566   △498,566 

親会社株主に帰属する
当期純利益     1,867,947   1,867,947 

自己株式の取得       △74,036 △74,036 

自己株式の処分   59,897   36,854 96,751 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）           

当期変動額合計 － 59,897 1,369,380 △37,182 1,392,095 

当期末残高 2,200,708 2,542,815 10,550,928 △57,946 15,236,506 

 

               

  その他の包括利益累計額 

非支配株主持分 純資産合計 
  

その他有価証
券評価差額金 

繰延ヘッジ損
益 

為替換算調整
勘定 

退職給付に係
る調整累計額 

その他の包括
利益累計額合
計 

当期首残高 481,544 3,046 △10,269 △407,386 66,935 3,366 13,914,712 

当期変動額               

剰余金の配当             △498,566 

親会社株主に帰属する
当期純利益             1,867,947 

自己株式の取得             △74,036 

自己株式の処分             96,751 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 

181,665 △3,536 △16,301 24,315 186,142 － 186,142 

当期変動額合計 181,665 △3,536 △16,301 24,315 186,142 － 1,578,238 

当期末残高 663,209 △489 △26,571 △383,070 253,077 3,366 15,492,950 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書
 

    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成28年１月１日 
 至 平成28年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成29年１月１日 
 至 平成29年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益 1,863,828 2,661,696 

減価償却費 231,582 278,952 

受取利息及び受取配当金 △21,543 △28,407 

支払利息 21,941 19,350 

投資有価証券売却損益（△は益） － △13,023 

有形固定資産除売却損益（△は益） △284 △323 

負ののれん発生益 － △65,253 

売上債権の増減額（△は増加） △1,391,188 △2,221,090 

たな卸資産の増減額（△は増加） 278,276 △2,328,985 

前渡金の増減額（△は増加） △770,747 100,202 

仕入債務の増減額（△は減少） 477,070 2,325,357 

前受金の増減額（△は減少） 1,045,833 △293,682 

その他 323,080 272,636 

小計 2,057,849 707,429 

利息及び配当金の受取額 22,626 28,526 

利息の支払額 △21,136 △22,485 

法人税等の支払額 △587,303 △767,220 

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,472,035 △53,749 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △1,127,356 △297,957 

有形固定資産の売却による収入 1,151 8,850 

投資有価証券の取得による支出 △24,372 △26,822 

投資有価証券の売却による収入 － 15,660 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

収入 
－ 11,230 

その他 △20,788 △3,524 

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,171,365 △292,564 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） － 209,456 

長期借入れによる収入 700,000 100,000 

長期借入金の返済による支出 △174,990 △978,901 

配当金の支払額 △276,605 △498,400 

その他 △46,526 △118,542 

財務活動によるキャッシュ・フロー 201,878 △1,286,386 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △25,948 △23 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 476,600 △1,632,724 

現金及び現金同等物の期首残高 6,251,111 6,727,712 

現金及び現金同等物の期末残高 6,727,712 5,094,988 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

 該当事項はありません。

 

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項は、次に掲げる事項を除き、最近の有価証券報告書（平成29年３

月31日提出）における記載から重要な変更がないため開示を省略しております。

 

連結の範囲に関する事項 

連結子会社は９社であり、非連結子会社はありません。

なお、当連結会計年度において、連結子会社でありましたダイトロンテクノロジー株式会社及びダイトデンソー株

式会社は、当社を存続会社とする吸収合併により消滅したため、連結の範囲から除いております。 

また、ダイトテック株式会社を完全子会社としたため、当連結会計年度より連結の範囲に含めております。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号  平成28年３月28日）を当連結会

計年度から適用しております。

 

（セグメント情報等）

ａ．セグメント情報

１．報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締

役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社グループは、各会社それぞれ独立した経営単位であり、各会社それぞれの取締役会によって経営資源の配分

の決定及び業績の評価を行っております。また、国内においては製造、販売に機能を区分しており、取締役会では

それぞれの機能において経営資源の配分の決定及び業績の評価を行っております。 

したがって当社グループは、上記の拠点別、機能別によるセグメントから構成されているため、「国内販売事

業」「国内製造事業」「海外子会社」の３つを報告セグメントとしております。

主な取扱商品・製品及びセグメント別事業内容は以下のとおりであります。 

 

主な取扱商品・製品 

① 電子機器及び部品………電子部品＆アセンブリ商品、半導体、エンベデッド（組込み用ボード）システム、電

源機器、画像関連機器・部品、情報システム、電子機器及び部品のその他

② 製造装置…………………光デバイス製造装置、ＬＳＩ製造装置、フラットパネルディスプレイ製造装置、電子

材料製造装置、エネルギーデバイス製造装置

セグメント別事業内容

① 国内販売事業……………上記の主な取扱商品・製品全般につき、当社グループ内及び国内外の仕入先から仕入

れ、国内外の顧客及び当社グループ内向けに販売しております。

② 国内製造事業……………上記の主な取扱商品・製品の内、電子機器及び部品の電子部品＆アセンブリ商品や電

源機器、画像関連機器・部品、製造装置の光デバイス製造装置、フラットパネルディ

スプレイ製造装置、電子材料製造装置等を開発、製造し、主に国内販売事業に販売を

行っております。

③ 海外子会社………………上記の主な取扱商品・製品全般につき、海外各地域の市場を対象に販売及び輸出入、

電子機器及び部品の電子部品＆アセンブリ商品の製造、販売を行っております。
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２．報告セグメントの変更等に関する事項 

（報告セグメント名称等の変更） 

当社は、平成29年１月１日付で、当社の100％出資の連結子会社でありましたダイトロンテクノロジー株式会社

及びダイトデンソー株式会社の２社を吸収合併いたしました。これに伴い、当連結会計年度より、報告セグメント

の名称を、従来の「国内販売会社」から「国内販売事業」に、「国内製造会社」から「国内製造事業」に、それぞ

れ変更しております。また、報告セグメントの業績をより適切に評価するために、報告セグメントに帰属しない販

売費及び一般管理費の配賦基準を見直し、報告セグメント利益の算定方法の変更を行っております。 

なお、前連結会計年度のセグメント情報は、変更後の報告セグメントの名称及び配賦基準に基づき作成したもの

を開示しております。 

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「注記事項（連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項）」における記載と同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。 

セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。 

 

４．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度（自  平成28年１月１日  至  平成28年12月31日）

          （単位：千円） 

  報告セグメント 
調整額
（注）１ 

連結財務諸表 
計上額 
（注）２  

国内販売
事業 

国内製造
事業 

海外子会社 計 

売上高            

外部顧客への売上高 37,673,802 2,616,621 4,641,937 44,932,361 － 44,932,361 

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
1,212,275 5,796,041 182,745 7,191,062 △7,191,062 － 

計 38,886,078 8,412,663 4,824,682 52,123,423 △7,191,062 44,932,361 

セグメント利益 703,528 931,473 299,267 1,934,268 △23,506 1,910,762 

セグメント資産 16,319,681 4,887,043 2,564,941 23,771,666 8,297,031 32,068,697 

その他の項目            

減価償却費 15,555 104,307 19,175 139,038 92,543 231,582 

有形固定資産及び無

形固定資産の増加額 
24,600 1,094,622 28,684 1,147,907 15,109 1,163,016 

（注）１．調整額の内容は以下のとおりであります。

(1) セグメント利益の調整額△23,506千円には、セグメント間取引消去76,619千円、各報告セグメントに配分

していない全社費用△100,125千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない販

売費及び一般管理費であります。

(2) セグメント資産の調整額8,297,031千円には、セグメント間取引消去△465,050千円、各報告セグメントに

配分していない全社資産8,762,081千円が含まれております。全社資産は、主に報告セグメントに帰属しな

い余資運用資金（現金及び預金等）、長期投資資金（投資有価証券等）及び管理部門等に係る資産でありま

す。

(3) 減価償却費の調整額92,543千円は、全社資産に係る減価償却費であります。

(4) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額15,109千円は、全社資産の増加額であります。

２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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当連結会計年度（自  平成29年１月１日  至  平成29年12月31日） 

          （単位：千円） 

  報告セグメント 
調整額
（注）１ 

連結財務諸表 
計上額 
（注）２  

国内販売
事業 

国内製造
事業 

海外子会社 計 

売上高            

外部顧客への売上高 42,687,911 2,754,565 6,241,850 51,684,327 － 51,684,327 

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
1,918,834 5,925,661 219,653 8,064,149 △8,064,149 － 

計 44,606,745 8,680,226 6,461,504 59,748,477 △8,064,149 51,684,327 

セグメント利益 1,318,796 717,874 576,417 2,613,088 △90,610 2,522,477 

セグメント資産 20,250,363 5,425,651 2,943,927 28,619,941 6,763,349 35,383,291 

その他の項目            

減価償却費 29,276 149,146 20,293 198,716 80,236 278,952 

有形固定資産及び無

形固定資産の増加額 
129,140 112,158 33,116 274,415 65,094 339,509 

（注）１．調整額の内容は以下のとおりであります。

(1) セグメント利益の調整額△90,610千円には、セグメント間取引消去7,916千円、各報告セグメントに配分

していない全社費用△98,527千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない販売

費及び一般管理費であります。

(2) セグメント資産の調整額6,763,349千円には、セグメント間取引消去△370,119千円、各報告セグメントに

配分していない全社資産7,133,469千円が含まれております。全社資産は、主に報告セグメントに帰属しな

い余資運用資金（現金及び預金等）、長期投資資金（投資有価証券等）及び管理部門等に係る資産でありま

す。

(3) 減価償却費の調整額80,236千円は、全社資産に係る減価償却費であります。

(4) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額65,094千円は、全社資産の増加額であります。

２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

ｂ．関連情報 

前連結会計年度（自  平成28年１月１日  至  平成28年12月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：千円）
 

  電子機器及び部品 製造装置 合計

外部顧客への売上高 33,960,047 10,972,314 44,932,361

 

２．地域ごとの情報

（1）売上高

（単位：千円）
 

日本 北米 欧州 アジア 合計

37,622,164 1,301,787 172,085 5,836,324 44,932,361

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

 

（2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載

を省略しております。
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３．主要な顧客ごとの情報 

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省略してお

ります。

 

当連結会計年度（自  平成29年１月１日  至  平成29年12月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：千円）
 

  電子機器及び部品 製造装置 合計

外部顧客への売上高 40,427,890 11,256,437 51,684,327

 

２．地域ごとの情報

（1）売上高

（単位：千円）
 

日本 北米 欧州 アジア 合計

41,627,404 1,803,965 133,890 8,119,066 51,684,327

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

 

（2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載

を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省略してお

ります。

 

ｃ．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報 

該当事項はありません。 

 

ｄ．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

該当事項はありません。

 

ｅ．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報

前連結会計年度（自  平成28年１月１日  至  平成28年12月31日） 

該当事項はありません。 

 

当連結会計年度（自  平成29年１月１日  至  平成29年12月31日） 

当社は平成29年12月25日付でダイトテック株式会社を完全子会社としたことにより、当連結会計年度において、

65,253千円の負ののれん発生益を計上しております。 

なお、当該負ののれん発生益（特別利益）は特定の報告セグメントに係るものではありません。 
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自 平成28年１月１日
至 平成28年12月31日）

当連結会計年度
（自 平成29年１月１日
至 平成29年12月31日）

 
１株当たり純資産額 1,252.94円

１株当たり当期純利益金額 109.62円
 

 
１株当たり純資産額 1,397.97円

１株当たり当期純利益金額 169.15円
 

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 平成28年１月１日
至 平成28年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年１月１日
至 平成29年12月31日)

親会社株主に帰属する当期純利益金額（千円） 1,217,081 1,867,947 

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

当期純利益金額（千円）
1,217,081 1,867,947 

普通株式の期中平均株式数（千株） 11,103 11,042
 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。 
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